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令和 6 年(2024 年)版 
 
 
 
 
 
特例貸付（緊急小口資金・総合支援資金）の借入をしている皆さまへ 
 あなたが借りている特例貸付は、国が決めた要件に当てはまれば、「償還免除（お金を返さなくてもよい）」になります。
「償還免除」の対象となるか、また、どのような手続きが必要なのかご案内しますので、よくお読みいただき、手続きを進めてく
ださい。 
 
 
 

「あなた（借りた人）」と「あなた（借りた人）の世帯主」の両方が「住民税の均等割・所得割どちらも非課税（住民
税を払う必要がない）」の場合は、償還免除になります。 

※ 所得割のみ非課税となっている方、減免額が 0 円でない方は、今回ご案内している償還免除の対象ではありません。 
 
 
 

・申請期間   2024 年 9 月 30 日（月）まで 

・必要書類   ① 貸付金償還免除申請書 
② 住民票（「続柄」と「世帯全員」の記載があり、３か月以内に発行されたもの） 
③ 非課税証明書（自治体によって名称が異なる場合があります）→6 ページ参照 

・提出先     愛知県社会福祉協議会 特例貸付償還事務センター 
※ 同封されている返信用封筒を使用してください。切手は不要です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「緊急小口資金等の特例貸付」償還免除の手続きについて 

愛知県社会福祉協議会 

1 償還免除の対象となる人（お金を返さなくてもよい人） 

3 償還免除の対象かどうか確認する方法 
 

現在、あなたは「世帯主」ですか? 

※世帯全員の住民票で、続柄に「世帯主」と記載されている人 

現在の世帯主はお金を借りたとき、 

別の世帯でしたか? 

はい 

はい 

現在、あなた または 世帯主の 

どちらかが住民税を支払っていますか? 

いいえ 

いいえ 

現在、あなたは 

住民税を支払っていますか? 

はい いいえ わからない あなたが 
払っている 

世帯主が 
払っている 

どちらも 
払っていない 

わからない 
 

4 4 ６ 5 5 6 4 

2 申請方法について 

② 
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口座振替か払込取扱票により償還（お金を返すこと）していただきます。 
口座振替の手続きをしていない方は、WEB 登録か同封の「預金口座振替依頼書」により手続きをお願いします。 
わからないときは、特例貸付償還事務センターか、お住まいの地域の市区町村社会福祉協議会に相談してください。 
 

＜口座振替の手続き方法について＞ 
WEB 登録は、印鑑不要で手続きすることができます。スマートフォンで下記の QR コードを読み取り、案内に従って登録

をお願いします。パソコンの場合は、愛知県社会福祉協議会の特例貸付専用ページから登録サイトに入ることができます。 
下記の画面が表示されたら登録完了です。登録完了画面が表示されない場合は、再度登録をお願いします。 
WEB 登録が困難な場合は、同封の「預金口座振替依頼書」を特例貸付償還事務センターまで送付してください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜口座振替について＞ 

引落し日は毎月２７日となります。 
※ 引落し日が土日の場合は翌営業日の引落しとなります。 
※ 預金残額の不足により引落できなかった場合は、払込取扱票を送付します。 

 
 

 

償還免除の申請には、「償還免除申請書」、「住民票」、「非課税証明書」が必要です。 
償還免除の申請に必要な「非課税証明書」の年度は、資金ごとに異なります。同封の「免除申請書」でご確認ください。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

●赤枠内の記載内容について 
① 償還（返済）対象となっている資金の種類です。 
② 残額の全てを免除するのに必要な非課税証明書の年度です。 
③ ②の残額免除対象年度が非課税でない場合、残額の一部を免除するのに必要な非課税証明書の年度です。 

※ 令和6年度の非課税証明書を提出した場合の免除金額の例を３ページに掲載していますので、ご確認ください。 

5 償還免除が可能な方 
 

4 償還をしていただく方 
 

WEB 登録

QR コード 
登録完了 

画面 

② ① ③ 
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＜令和 6 年度の非課税証明書を提出した場合の償還免除金額について＞ 
令和 6 年度の住民税が借受人と世帯主のどちらも非課税の場合、残額の全部が償還免除の対象となります。 

 

 
 

令和 3 年度～5 年度のいずれも住民税が課税であったが、借受人と世帯主のどちらも令和 6 年度の住民税が非課税
の場合、残額の一部が償還免除の対象となります。 

※ 残額の一部とは、償還免除申請後、最初に到来する償還開始月以降の償還計画額の残額です。 
 

 

  13 か月目以降に 
償還する予定の金額 

（例 1） 

令和 4 年(2022 年)4 月以降に申請した 
緊急小口資金 

または 総合支援資金(初回貸付) 

総合支援資金(延⾧貸付) 

令和 4 年(2022 年)4 月以前に申請した 

総合支援資金(初回貸付) 

25 か月目以降に 
償還する予定の金額 

（例 2） 

総合支援資金(再貸付) 残額の全ての金額 

（例 1）総合支援資金（延⾧貸付）60 万円を、令和 6 年１月から 10 年間で償還する場合 

令和 6 年 
(2024 年) 

1 月 

令和 7 年 
(2025 年) 

1 月 

令和 15 年 

(2033 年) 

12 月 

5,000 円×1 年分=60,000 円 5,000 円×9 年分=540,000 円 

償還する必要があります 償還免除の対象です 

（例 2）総合支援資金（初回貸付）60 万円を、令和 5 年 1 月から 10 年間で償還する場合 

令和 5 年 
(2023 年) 

1 月 

令和 7 年 
(2025 年) 

1 月 

5,000 円×2 年分=120,000 円 

令和 14 年 
(2032 年) 

12 月 

5,000 円×8 年分=480,000 円 

償還する必要があります 償還免除の対象です 
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＜償還免除申請書の記入の仕方＞ 
下記の記入例を参考に、必要箇所に記入してください。 
※ 未記入・不備がある場合は、審査ができませんので、よくご確認ください。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

該当する番号の左横にあるボックスに☑をつけてください。 

内容をよく読み、 
必ず６つ全てに 

☑をつけてください。 

 
この書類を記入した日を 

書いてください。 

 
申請者ご本人が住民票記載の氏名をご記入ください。 

※読みやすい文字でご記入ください。 

課税・非課税のどちらかを〇で囲み、非課税に 
〇をつけた年度の証明書を提出してください。 
 

不備の場合、連絡をしますので、必ず連絡のとれる番号を記入してください。 
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＜住民票の注意点＞ 

「続柄」と「世帯全員」の記載があり、３か月以内に発行されたものを提出ください。 
※ 広域交付住民票については、住民票と同様の扱いとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
＜住民税非課税証明書の注意点＞ 

住民税非課税証明書は、「所得割」、「均等割」が"0 円"のものを提出ください。 
借りた人と世帯主が違う場合は、借りた人と世帯主の非課税証明書が必要です。 
ご不明な場合は、償還免除申請書を持参の上、お住いの市区町村役所(税務課)へお問い合わせください。 

 

 

 

 

  

現住所 

      名古屋市東区白壁 1-45  白壁ﾋﾞﾙ 3 階 
世帯主 

   愛知 太朗 

01 

氏名 

愛知  太朗  平成元年 10 月 13 日 男 
続柄 

   世帯主 
従前の住所 

  名古屋市東区白壁 1 丁目 50 番 
住民となった年月日 

平成 8 年 5 月 10 日 
住民票コード 

（省略） 
本籍 

名古屋市東区白壁 1 丁目 50 番 
筆頭者 

愛知  太朗 
個人番号 
（省略） 

  平成 8 年 5 月 10 日転入   平成 8 年 5 月 13 日 

(1 枚中 1 枚目) 

“世帯全員”が記載されている住民票が必要です。 

マイナンバーの記載は不要です。 

3 ヶ月以内に発行されたもの。 
 

必ず“続柄”を記載してください。 

（住所） 名古屋市●●区●●●●

（氏名） ●●● ●●●

令和●年度（令和●年分所得）
調整控除額所得割額 調整控除額所得割額

0 0

本人該当 調整控除額 調整控除額

0 0

0 税額控除額等 税額控除額等

0 0 0

0 配当割額控除額等 配当割額控除額等

0 0 0

0

0

0

0

0

0 0 0

配偶者

控

除

無

特定

その他

同居

同居

扶

養

障

害
差引給付額 （円）

県民税　　（円）市民税　　（円）

市民税・住民税 証明書

一般

老人

扶養親族内訳

430.000

老人

16歳未満

その他

特別

所得控除額計

同一

生計

市民税 (円)  県民税 (円)

所得割額

0
均等割額

0

所得割額

0
均等割額

0
減免額 （円）

市民税・県民税の 
「所得割額」、「均等割額」が 
”0(ゼロ)円”になっていることが免除の条件になります。 
 

「減免額」(もしくは「年税額」が 
”0(ゼロ)円”になっているか確認してください。 

このような書類は住民票の代わりにはなりません。  
●住民票記載事項証明書   ●除票   ●運転免許証   ●健康保険証   ●在留カード 
●マイナンバーカード   ●個人番号通知書  

このような書類は非課税証明書の代わりにはなりません。  
●給与明細   ●源泉徴収票   ●市県民税決定通知   ●確定申告書   ●離職票 
●ハローワークの書類 

市民税・住民税 非課税証明書 
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＜非課税証明書について＞ 
 

  

 

あ た

な

か

さ
は

た

ま
美浜町

や

愛知県内の非課税を証明する書類名称一覧

市町村 証明書 市町村 証明書
愛西市 課税（非課税）証明書 武豊町 所得（課税）証明書

一宮市 所得非課税証明書 飛島村 課税・非課税証明書
稲沢市 非課税証明書 豊根村 非課税証明書

あま市 非課税証明書 東栄町 所得（非課税）証明書
安城市 所得（非）課税証明書 東郷町 非課税証明書

犬山市 課税（非課税）証明書 豊山町 非課税証明書
岩倉市 課税証明書 名古屋市

市民税・県民税証明書
（課税・非課税証明）

※市税事務所、区役所など
　　　　　　　　　　　　　　　で発
行

阿久比町 課税（非課税）証明書

大府市 所得課税証明書 熱田区
岡崎市 非課税証明書 北区
尾張旭市 所得（非）課税証明書 昭和区

春日井市 所得課税証明書 中村区

蒲郡市
住民税決定証明書 中区
（所得課税証明書） 西区

千種区
大口町 非課税証明書 天白区
大治町 課税証明書 中川区

清須市 非課税証明書 港区
江南市 非課税証明書 南区

刈谷市 所得課税証明書 東区
北名古屋市 非課税証明書 瑞穂区

蟹江町 非課税証明書 ⾧久手市 非課税証明書
幸田町 所得課税証明書 西尾市 所得課税証明書

小牧市
所得課税証明書 緑区
（非課税証明書は 名東区
　　　　文言のみが記載される） 守山区

設楽町 非課税証明書 東浦町 所得・課税（非課税）証明書
高浜市 非課税証明書 碧南市 所得・課税証明書

新城市 非課税証明書 日進市 所得証明書（課税証明書）
瀬戸市 非課税証明書 半田市 所得・課税証明書

田原市 非課税証明書 扶桑町 非課税証明書

知多市
課税・非課税証明書 南知多町 課税・非課税証明書
（所得証明書）

東海市 市民税・県民税（所得）証明書
常滑市 所得課税証明書

非課税証明書
知立市 非課税証明書 みよし市 所得課税証明書
津島市 所得課税（非課税）証明書 弥富市 課税（非課税）証明書

豊田市 所得課税証明書
豊橋市 非課税証明書

豊明市 非課税証明書
豊川市 非課税証明書

※市税事務所、区役所な

どで発行 
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お住いの市区町村役所(税務課)で「非課税」か「課税」か確認してください。 

●令和 6 年度（2024 年度）が非課税だった場合   →（→ 2 ページ _５_ へ） 

●令和 6 年度（2024 年度）が課税だった場合     →（→ 2 ページ _４_ へ） 

＜住民税の確認や非課税証明書の発行について＞ 
令和 6 年(2024 年)1 月に住民票があった市区町村の役所で確認できます。 

※ 令和 6 年度が非課税かどうかは令和 5 年 1 月 1 日～12 月 31 日までの所得によって計算されます。 
 
 
 

下記の免除要件に該当する場合は、償還免除の申請が可能です。 
その他の償還免除を希望する方は、こちらから免除申請書を郵送しますので、特例貸付償還事務センターまでお問い合

せください。 
なお、同封している免除申請書では、手続きできません。 

その他の償還免除要件 

償還開始以降に借受人が生活保護を受給している 

借受人が以下のいずれかの交付を受けている 
① 精神障害者保健福祉手帳(1 級) 
② 身体障害者手帳(1 級または 2 級) 
③ 療育手帳(A 判定)  ※ 名古屋市の方は愛護手帳(1 度または 2 度) 

右の①～④ 
すべてに 
当てはまる場合 

① 償還できていない金額が 12 か月分以上になっている 
② 少額返済などの相談をし、これまで償還実績がある 
③ 借受人及び世帯主の住民税「所得割」が非課税である 
④ 次のどれかに当てはまる世帯である 
（ア）高齢者のみの世帯（65 歳以上） 
（イ）障害者世帯（手帳所持） 
（ウ）ひとり親世帯 

 
 
 
 

償還が難しい場合は、償還期間（支払い期間）を最大１年間延ばすことができます。 
償還猶予を希望する場合は、「償還猶予申請書」を郵送しますので、特例貸付償還事務センターまでお問い合わせくだ

さい。 
 
  

７ その他の償還免除要件について 

6 住民税について 

 

８ 償還猶予について 
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償還免除の審査結果については、特例貸付償還事務センターより、順次郵送でお知らせします。審査状況・結果につ
いてのお問い合わせにはお答えできませんので、ご了承ください。 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

＜お問合せ先＞ 

愛知県社会福祉協議会 特例貸付償還事務センター 

電話番号:052-684-9766 

受付時間:平日 9:00～17:00 

※時間帯によっては混雑のため電話がかかりにくい場合があります。 

  その場合、おそれいりますが時間帯を変えておかけ直しください。 

<愛知県社会福祉協議会 特例貸付ポータルサイト＞ 

https://www.aichi-fukushi.or.jp/news/corona_koguchishikintokurei.html 

9 償還免除の審査結果について 


